
9,720,000

1,648,067

3,022,443

844,056

312,694

1,080,350

16,627,610

10,200,000

1,548,165

2,564,894

911,431

1,615,134

1,033,462

17,873,086

△ 480,000

99,902

457,549

△ 67,375

△ 1,302,440

46,888

△ 1,245,476

△ 4.7

6.5

17.8

△ 7.4

△ 80.6

4.5

△ 7.0

987,004

837,979

39,910

285,828

1,014,018

845,732

87,864

299,702

△ 27,014

△ 7,753

△ 47,954

△ 13,874

△ 2.7

△ 0.9

△ 54.6

△ 4.6

一 般 会 計  

合　　　　計 

老 人 保 健  
特 別 会 計  

国 民 健 康 
保　　　　険 
特 別 会 計 
公共下水道 
事　　　　業 
特 別 会 計 
中部特定土地 
区画整理事業 
特 別 会 計 

介 護 保 険  
特 別 会 計  

区　分 

会計別 
19年度 
予算額 

18年度 
予算額 増減額 ％ 

19年度 
予算額 

18年度 
予算額 増減額 ％ 

収益的 
収　支 

資本的 
収　支 

収入 

支出 

収入 

支出 

（単位：千円、△は減）

（単位：千円、△は減）

会計別予算  

水道事業会計  

資本的収入が資本的支出に対して不足する額245,918千円
は、過年度分損益勘定留保資金等で補てんする。
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97億2,000万円を計上 
平成19年度　一般会計予算額 

97億2,000万円を計上 97億2,000万円を計上 97億2,000万円を計上 
平
成
19
年
度
の
町
の
一
般
会
計

予
算
総
額
は
、
97
億
２，
０
０
０

万
円
で
18
年
度
当
初
予
算
と
比
較

す
る
と
４
億
８，
０
０
０
万
円
、

4.7
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
入
に
お
い
て
は
、
人
口
の
増

加
等
に
よ
り
、
町
税
の
伸
び
が
見

込
ま
れ
る
も
の
の
、
地
方
交
付
税

等
の
減
額
が
予
想
さ
れ
、
大
幅
な

財
源
の
伸
び
が
期
待
で
き
な
い
と

こ
ろ
で
す
。
歳
出
に
お
い
て
は
公

債
費
、扶
助
費
等
の
増
加
に
よ
り
、

引
き
続
き
、
厳
し
い
財
政
状
況
と

な
っ
て
い
ま
す
。そ
う
し
た
中
で
、

伊
奈
町
行
政
改
革
実
施
計
画
に
基

づ
く
事
務
事
業
の
見
直
し
等
に
よ

る
経
費
の
削
減
を
図
り
な
が
ら
、

広
報
等
へ
の
有
料
広
告
制
度
の
導

入
、
基
金
の
取
崩
し
等
に
よ
り
歳

入
確
保
策
に
取
り
組
み
、
内
宿
駅

へ
の
エ
レ
ベ
ー
タ
設
置
、
小
針
中

学
校
の
増
築
、
町
道
整
備
等
の
事

業
を
進
め
る
た
め
の
予
算
を
盛
り

込
ん
だ
も
の
で
す
。

19 年 度 の 主 な 事 業
単位：千円

エレベータを設置する内宿駅

■総 務 関 連
�防犯まちづくり推進事業 15,900
�内宿駅バリアフリー化事業（エレベータ設置工事）

60,812
�新幹線側道一方通行化事業 17,682

■保健・福祉・環境関連
�障害者自立支援サービス支給事業 222,659
�児童手当支給事業 392,117
�基本健康診査および各種がん検診実施事業 76,110
�焼却施設改修事業 20,643

■産 業 関 連
�農道および用排水路維持管理・整備事業 4,784
�商業活性化事業 11,790
�中小企業振興資金あっせん事業 9,037

■基 盤 整 備 関 連
�町道整備事業 334,069
�記念公園整備事業 25,270
�原市沼調節池土地利用計画事業 1,512

■消 防 防 災 関 連
�消防緊急車両整備事業 19,296
�消火栓設置事業 3,870

■教 育 関 連
�幼稚園振興奨励補助事業 71,391
�小中学校学力検査委託事業 3,690
�小学校整備事業 230,703
�中学校整備事業 621,205
�ふれあい活動センター施設管理事業 64,054

増築工事を行う小針中学校
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歳　入 

単位：千円 

町税　5,097,870（52.5％） 
町　債 
1,285,700

（13.2％） 

その他 
894,021

（9.1％） 

国県支出金 
919,714

（9.5％） 
町税　5,097,870（52.5％） 

地方譲与税　119,000（1.2％） 

繰入金　540,429（5.6％） 

町　債 
1,285,700

（13.2％） 

その他 
894,021

（9.1％） 

地方交付税　330,000（3.4％） 

諸収入　218,266（2.3％） 

国県支出金 
919,714

（9.5％） 

地方消費税交付金　315,000（3.2％） 

単位：千円 
人件費 
2,539,400 
（26.1％） 

物件費 
1,867,531 
（19.2％） 

普通建設事業費 
1,544,793（15.9％） 

公債費 
1,025,603 
（10.5％） 

その他 
725,980 
（7.5％） 繰出金 

1,232,767 
（12.7％） 

扶助費 
783,926（8.1％）

歳出を性質別にみると 歳出を性質別にみると 

財政調整基金残高の推移

経済不況などの予期しない収入減少や災害など

の不時の支出増加等に備え、長期的視野に立った

計画的な財政運営を行うための積立金として、財

政調整基金があります。

平成13年度までは、6億円以上あった積立金も

昨今の経済状況等により、減少しています。

536,125

626,790626,790

430,156 430,259 438,583

504,226
536,125

285,182

100,000
平成13年度末 平成14年度末 平成15年度末 平成16年度末 平成17年度末 平成18年度末 

見込 
平成19年度末 
見込 

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

千円 単位：千円 

地方債現在高の推移

町債（町の借入金）は、区画整理等の基盤整備、

小学校建設および保育所建設等により年々増え続

けています。

今後の借入額については、町の財政状況を見な

がら考えていく必要があります。

歳　出 
単位：千円 

総務費 
1,466,718

（15.1％） 

民生費 
2,196,735

（22.6％） 

衛生費 
1,004,387

（10.3％） 

教育費 
1,765,396

（18.2％） 

公債費 
1,025,604

（10.5％） 

土木費 
1,495,185

（15.4％） 

総務費 
1,466,718

（15.1％） 

民生費 
2,196,735

（22.6％） 

衛生費 
1,004,387

（10.3％） 

農林水産業費　65,136（0.7％） 

消防費　468,761（4.8％） 

教育費 
1,765,396

（18.2％） 

公債費 
1,025,604

（10.5％） 

土木費 
1,495,185

（15.4％） 

議会費　126,905（1.3％） 商工費　78,272（0.8％） 予備費他　26,901（0.3％） 

平成13年度末 平成14年度末 平成15年度末 平成16年度末 平成17年度末 平成18年度末 
見込 

平成19年度末 
見込 

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

13,000,000

千円 

8,960,445

8,854,005

9,390,892

10,119,057

11,081,889
11,584,82911,584,829

12,063,937

単位：千円 

●地方交付税
標準的な行政を運営するのに必要な一般財源が不

足する地方公共団体に対して、国税(所得税、法人
税、酒税、消費税、たばこ税)の一定の割合を配分
する財源をいう。

●地方譲与税
本来は地方税とするべきだが、徴収が困難であっ

たり、税源の所在が偏っているなどの理由によって、
国がいったん国税として徴収し、一定の基準に従っ
て市町村に譲与するもの。例として、自動車重量譲
与税、地方道路譲与税などがある。

●地方消費税交付金
地方消費税の一部を財源として、県が人口と従業

者数で按分し、市町村に交付するものをいう。


